
鳥取県石綿による健康被害を防止するための緊急措置に関する条例施行規則等の一部を改正する規則をここに

公布する。

平成20年８月８日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第73号

鳥取県石綿による健康被害を防止するための緊急措置に関する条例施行規則等の一部を改正する規則

（鳥取県石綿による健康被害を防止するための緊急措置に関する条例施行規則の一部改正）

第１条 鳥取県石綿による健康被害を防止するための緊急措置に関する条例施行規則（平成17年鳥取県規則第

106号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この条において「移動条項

等」という。）に対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この

条において「移動後条項等」という。）が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動

条項等に対応する移動後条項等が存在しない場合には、当該移動条項等（以下この条において「削除条項等」

という。）を削り、移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以下この

条において「追加条項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示、削除条項等及び様式の表示を除く。以下この条にお

いて「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示、追加条項等並び

に別表及び様式の表示を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正

部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄中別表及び様式の表示に下線が引かれた別表及び様式（以下この条において「移動別表

等」という。）に対応する次の表の改正後の欄中別表及び様式の表示に下線が引かれた別表及び様式（以下こ

の条において「移動後別表等」という。）が存在する場合には、当該移動別表等を当該移動後別表等とし、移

動後別表等に対応する移動別表等が存在しない場合には、当該移動後別表等を加える。

改 正 後 改 正 前

鳥取県石綿健康被害防止条例施行規則 鳥取県石綿による健康被害を防止するための緊

急措置に関する条例施行規則

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、鳥取県石綿健康被害防止条例 第１条 この規則は、鳥取県石綿による健康被害を防

（平成17年鳥取県条例第67号。以下「条例」とい 止するための緊急措置に関する条例（平成17年鳥取

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす 県条例第67号。以下「条例」という。）の施行に関

る。 し必要な事項を定めるものとする。

（石綿含有材料等） （石綿含有材料等）

第３条 条例第２条第４号の規則で定める石綿を含有 第３条 条例第２条第２号の規則で定める石綿を含有

する保温材その他の建築物等の材料は、次に掲げる する保温材等は、次の各号に掲げるもののうち石綿

もののうち石綿の含有量が重量の0.1パーセントを の含有量が重量の0.1パーセントを超えるものとす

超えるものとする。 る。



(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（飛散等防止基準）

第３条の２ 条例第２条第６号の規則で定める基準

は、別表の左欄に掲げる作業の種類に応じ、それぞ

れ同表の右欄に掲げるとおりとする。

（事業者が行う調査等） （事業者が行う調査等）

第４条 条例第４条第２項の規定による調査（以下こ 第４条 条例第４条第２項の規定による調査（以下こ

の条において「調査」という。）は、次に掲げる工 の条において「調査」という。）は、次に掲げる工

場、作業場又は事業場（以下「工場等」という。） 場、作業場又は事業場（以下「工場等」という。）

において行うものとし、工場等の施設内にあっては において行うものとし、工場等の施設内にあっては

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第65条第２ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第65条第２

項に規定する厚生労働大臣の定める作業環境測定基 項に規定する厚生労働大臣の定める作業環境測定基

準その他知事が適切と認める方法により行い、工場 準により行い、工場等の敷地の境界線にあっては大

等の敷地の境界線にあっては大気汚染防止法施行規 気汚染防止法施行規則（昭和46年厚生省・通商産業

則（昭和46年厚生省・通商産業省令第１号）第16条 省令第１号）第16条の２及び第16条の３第１号に規

の２及び第16条の３第１号に規定する環境大臣が定 定する環境大臣が定める測定法により行うものとす

める測定法その他知事が適切と認める方法により行 る。

うものとする。

(１) 吹付け石綿、保温材、断熱材及び耐火被覆材 (１) 吹付け石綿、保温材、断熱材及び耐火被覆材

に係る石綿粉じん排出等作業（２日を超える期間 に係る石綿粉じん排出等作業（以下「作業」とい

にわたって行われるものに限る。）を行う工場等 う。）を行う工場等のうち、期間が２日を超える

作業を行うもの

(２) 石綿成形板に係る石綿粉じん排出等作業を行 (２) 石綿成形板に係る作業を行う工場等のうち、

う工場等のうち、当該作業の対象となる建築物等 建築物の延べ面積が1,000平方メートル以上のも

の延べ面積が1,000平方メートル以上のもの の

(３) 略 (３) 略

２ 調査は、次に掲げる工場等ごとに、それぞれに定 ２ 調査は、６月を超えない期間ごとに１回行うもの

めるところにより行うものとする。 とする。

(１) 前項第１号に掲げる工場等 作業前、作業中

及び作業後にそれぞれ１回以上

(２) 前項第２号及び第３号に掲げる工場等 ６月

を超えない期間ごとに１回以上

３ 条例第４条第１項の事業者（以下「事業者」とい ３ 条例第４条第１項の事業者（以下「事業者」とい

う。）は、調査の結果として、調査者、調査の年月 う。）は、調査の結果として、調査者、調査の年月

日及び時間、調査時の天候並びに調査の箇所及び方 日及び時間、調査時の天候並びに調査の箇所及び方

法を明らかにして記録簿、写真その他の資料（以下 法を明らかにして記録簿等に記録し、当該記録簿等

「記録簿等」という。）に記録し、当該記録簿等を を40年間保存するものとする。

50年間保存するものとする。

４ 略 ４ 略

５ 条例第４条第２項の規定による調査結果の公表 ５ 条例第４条第２項の規定による調査結果の公表

は、第３項の記録簿等に記載した事項を工場等の見 は、第３項の記録簿等に記載した事項を工場等の見

やすい箇所に掲示することにより行うものとする。 やすい箇所に掲示することにより行うものとする。

ただし、調査結果が判明するまでに石綿粉じん排出 ただし、調査結果が判明するまでに作業が終了した



等作業が終了した場合は、この限りでない。 場合は、この限りでない。

（建築物の所有者等が行う調査等） （建築物の所有者等が行う調査等）

第６条 条例第６条第１項の規定による調査（以下こ 第６条 条例第６条第１項の規定による調査（以下こ

の条において「調査」という。）は、条例第６条第 の条において「調査」という。）は、条例第６条第

１項の共用部分（以下「共用部分」という。）につ １項の共用部分（以下「共用部分」という。）につ

いて大気汚染防止法施行規則第16条の２及び第16条 いて大気汚染防止法施行規則第16条の２及び第16条

の３第１号に規定する環境大臣が定める測定法その の３第１号に規定する環境大臣が定める測定法によ

他知事が適切と認める方法により行うものとする。 り行うものとする。ただし、封じ込め又は囲い込み

ただし、封じ込め又は囲い込みの措置を行い、明ら の措置を行い、明らかに飛散のおそれのない場合

かに飛散のおそれのない場合は、建築士法（昭和25 は、建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第１

年法律第202号）第２条第１項に定める建築士その 項に定める建築士その他別に定める者の目視をもっ

他別に定める者の目視をもって代えることができ て代えることができる。

る。

２ 略 ２ 略

３ 条例第５条第１項の所有者等（以下「所有者等」 ３ 条例第５条第１項の所有者等（以下「所有者等」

という。）は、調査の結果として、調査者並びに調 という。）は、調査の結果として、調査者並びに調

査の年月日、時間、箇所及び方法を明らかにして記 査の年月日、時間、箇所及び方法を明らかにして記

録簿等に記録し、当該記録簿等を50年間保存するも 録簿等に記録し、当該記録簿等を40年間保存するも

のとする。 のとする。

４及び５ 略 ４及び５ 略

（事前調査結果の報告）

第６条の２ 条例第６条の３第１項の規則で定める建

築物等は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第

２条第９号の２に規定する耐火建築物であって、平

成８年までに建築されたものとする。

２ 条例第６条の３第１項本文又は第２項の規定によ

る報告は、事前調査結果報告書（様式第１号）によ

るものとする。

３ 条例第６条の３第１項第５号の規則で定める事項

は、次のとおりとする。

(１) 注文者の氏名及び住所（法人にあっては、名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）並

びに連絡先

(２) 届出をする者の現場責任者の氏名及び連絡先

(３) 下請負人が作業を実施する場合は、当該下請

負人の現場責任者の氏名及び連絡先

４ 条例第６条の３第３項の規則で定める書類は、次

のとおりとする。

(１) 報告対象工事の対象となる建築物等（以下

「報告対象建築物等」という。）の付近の見取図

(２) 報告対象建築物等の配置図及び平面図

(３) 報告対象建築物等における吹付け材の使用の

有無を明らかにした設計図書、写真その他の資料



(４) 条例第６条の２第２項本文の規定による調査

を行った場合は、当該調査に係る材料の採取箇所

を明示した書類及びその分析結果書の写し

（石綿粉じん排出等作業の実施の届出） （石綿粉じん排出等作業の実施の届出）

第７条 条例第７条第１項本文又は第２項の規定によ 第７条 条例第７条第１項又は第２項の規定による届

る届出は、石綿粉じん排出等作業実施届出書（様式 出は、石綿粉じん排出等作業実施届出書（様式第１

第２号）によるものとする。 号）によるものとする。

２ 条例第７条第１項第７号の規則で定める事項は、 ２ 条例第７条第１項第７号の規則で定める事項は、

次のとおりとする。 次のとおりとする。

(１) 石綿粉じん排出等作業の対象となる建築物等 (１) 作業の対象となる建築物その他の工作物（以

（以下「作業対象建築物等」という。）の構造 下「建築物等」という。）の構造

(２) 注文者の氏名及び住所（法人にあっては、名 (２) 注文者の氏名及び住所（法人にあっては、名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）並 称及び代表者の氏名並びに所在地）並びに連絡先

びに連絡先

(３) 略 (３) 略

(４) 下請負人が石綿粉じん排出等作業を実施する (４) 下請負人が作業を実施する場合は、当該下請

場合は、当該下請負人の現場責任者の氏名及び連 負人の現場責任者の氏名及び連絡先

絡先

３ 条例第７条第３項の規則で定める書類は、次のと ３ 条例第７条第３項の規則で定める書類は、次のと

おりとする。 おりとする。

(１) 作業対象建築物等の配置図 (１) 作業の対象となる建築物等の配置図及び付近

の状況を明示した書類

(２) 石綿粉じん排出等作業の工程を明示した特定 (２) 作業の工程を明示した特定工事の工程の概要

工事の工程表

(３) 作業対象建築物等がシートその他の資材又は

工作物（以下「シート等」という。）で覆われる

状況を示す見取図（主要な部分の寸法を記入した

もの）

(４) 作業対象建築物等のうち、石綿粉じん排出等

作業の対象となる部分の見取図（主要な部分の寸

法及び石綿含有材料等の使用箇所を記入したも

の）

（石綿粉じん排出等作業に係る掲示）

第７条の２ 条例第７条の３第１項の規則で定める事

項は、次のとおりとする。

(１) 石綿粉じん排出等作業の種類

(２) 施工者の氏名及び住所（法人にあっては、名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）並

びに連絡先

(３) 現場責任者の氏名

(４) 石綿粉じん排出等作業を行う期間

(５) 石綿粉じん排出等作業に伴う石綿の粉じんの

大気中への排出又は飛散（以下「石綿の飛散等」



という。）を防止するために講ずる措置の概要

(６) 条例又は大気汚染防止法（昭和43年法律第97

号）第18条の15第１項又は第２項の規定による届

出の届出先、その連絡先及び届出年月日

（処理予定量等の届出） （廃棄予定量等の届出）

第８条 条例第10条第１項の規定による届出は、石綿 第８条 条例第10条第１項の規定による届出は、石綿

含有材料等処理予定量届出書（様式第３号）による 含有材料等廃棄予定量届出書（様式第２号）による

ものとする。 ものとする。

２ 条例第10条第２項の規定による報告は、石綿含有 ２ 条例第10条第２項の規定による報告は、石綿含有

材料等処理状況報告書（様式第４号）によるものと 材料等廃棄状況報告書（様式第３号）によるものと

する。 する。

３ 前項の報告は、最終的に処理が終了した日（処理 ３ 前項の報告は、最終的に処分が終了した日（処分

を委託した場合にあっては、廃棄物の処理及び清掃 を委託した場合にあっては、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（昭和45年法律第137号）第12条の３ に関する法律（昭和45年法律第137号）第12条の３

第３項又は第４項の規定に基づく最終処分が終了し 第３項又は第４項の規定に基づく最終処分が終了し

た旨が記載された産業廃棄物管理票の写しの送付を た旨が記載された産業廃棄物管理票の写しの送付を

受けた日）から14日以内に行うものとする。 受けた日）から14日以内に行うものとする。

（石綿粉じん排出等作業に係る掲示）

第９条 作業を行う者は、次の各号に掲げる事項を作

業場所の見やすい箇所に、作業開始の日の７日前か

ら作業終了の日までの間掲示するものとする。

(１) 作業の種類

(２) 施工事業者名並びに住所及び連絡先

(３) 現場責任者氏名

(４) 作業を行う期間

(５) 飛散防止のための措置の概要

(６) 条例又は大気汚染防止法（昭和43年法律第97

号）第18条の15第１項又は第２項の規定による届

出の届出先及び連絡先並びに届出の年月日

２ 作業を行う者は、前項各号に掲げる事項に変更が

あった場合には、速やかに掲示内容を修正しなけれ

ばならない。

（二以上の石綿粉じん排出等作業に係る届出） （二以上の石綿粉じん排出等作業に係る届出）

第９条 二以上の石綿粉じん排出等作業について条例 第10条 二以上の作業について条例の規定による届出

の規定による届出をする者は、当該二以上の石綿粉 をする者は、当該二以上の作業が同一の建築物等に

じん排出等作業が同一の建築物等について又は同一 ついて行われる場合又は当該二以上の作業が同一の

の工場等において行われる場合に限り、一の届出書 工場若しくは事業場において行われる場合に限り、

によることができる。 一の届出書によることができる。

（身分証明書） （身分証明書）

第10条 条例第11条第２項に規定する証明書は、身分 第11条 条例第11条第２項に規定する証明書は、様式

証明書（様式第５号）とする。 第４号によるものとする。



附 則 附 則

（施行期日） （施行期日）

１ 略 １ 略

（経過措置） （経過措置）

２ 略 ２ 略

（この規則の失効）

３ この規則は、平成21年３月31日までに延長その他

の所要の措置が講じられないときは、同日限り、そ

の効力を失う。

別表（第３条の２関係）

(１) 石綿 次に掲げる事項を遵守して作業を

成形板が 行うこと、又は石綿の飛散等を防止

使用され する上でこれと同等以上の効果を有

ている建 する措置を講ずること。

築物等を ア 作業対象建築物等をシート等に

解体する より覆うこと。

作業 イ 作業対象建築物等を湿潤化する

こと。

ウ 石綿の飛散等を適切に防止する

ことのできる工法により行うこ

と。

エ 解体した石綿成形板は、湿潤状

態を保ちながら所定の場所にまと

め、細かく破砕されたものは容器

への封入又は包装により密閉した

上で、場外に搬出すること。

(２) 石綿 (１)に準じた方法により行うこ

成形板が と。

使用され

ている建

築物等を

改造し、

又は補修

する作業

(３) 石綿 次に掲げる事項を遵守して作業を

セメント 行うこと、又は石綿の飛散等を防止

管を撤去 する上でこれと同等以上の効果を有

する作業 する措置を講ずること。

ア 撤去する石綿セメント管を湿潤

化すること。

イ 石綿の飛散等を適切に防止する

ことのできる工法により行うこ

と。



ウ 撤去した石綿セメント管は、湿

潤状態を保ちながら所定の場所に

まとめ、細かく破砕されたものは

容器への封入又は包装により密閉

した上で、場外に搬出すること。

(４) 石綿 (２)に準じた方法により行うこ

セメント と。

管を改造

し、又は

補修する

作業

様式第１号（第６条の２関係）

年 月 日

事前調査結果報告書

職 氏 名 様

郵便番号

住 所

（法人にあっては、

主たる事務所の所在

地）

届出者 氏 名 ,

（法人にあっては、

名称及び代表者の氏

名）

電話番号

吹付け石綿の使用の有無を調査したので、鳥取県

石綿健康被害防止条例第６条の３第１項本文（第２

項）の規定により、次のとおり報告します。

報告 名称

対象 所在地

建築 建築年

物等 構造 鉄骨造・鉄骨鉄筋コンク

の概 リート造・鉄筋コンクリ

要 ート造

その他（ ）

延べ面積及び階

数

用途

増改築等の有無 有・無

及びその内容 内容（ ）



報告対象工事の実施の 着手

期間 終了

調査 調査年月日

の方 調査責任者の氏

法及 名及び連絡先

び結 調査方法 別紙のとおり

果 調査結果 吹付け石綿の使用：有・

無

詳細は別紙のとおり

注文者の氏名及び住所

（法人にあっては、名

称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在

地）並びに連絡先

届出をする者の現場責

任者の氏名及び連絡先

下請負人が作業を実施

する場合は、当該下請

負人の現場責任者の氏

名及び連絡先

注 １ 構造欄、増改築の有無及びその内容欄及び

調査結果欄は、該当するものを○で囲むこ

と。

２ 氏名を自署する場合には、押印を省略する

ことができる。

添付書類

１ 報告対象建築物等の付近の見取図、配置図及び

平面図

２ 報告対象建築物等における吹付け材の使用の有

無を明らかにした設計図書、写真その他の資料

３ 条例第６条の２第２項の規定による調査を行っ

た場合は、当該調査に係る材料の採取箇所を明示

した書類及びその分析結果書の写し

別紙

調査結果の詳細

吹付け材の

使用箇所

吹付け材の

種類

調査結果 吹付け石綿の使用 吹付け石綿の使用

有・無 有・無

目 吹付け 有・無 有・無

視 材の使

用の有



無

施工状 露出・囲い込み・ 露出・囲い込み・

況 封じ込め 封じ込め

設 吹付け 有・無・不明 有・無・不明

計 材の使

図 用の有

書 無

等 吹付け

材の名

称

石綿含 有・無・不明 有・無・不明

有の有

無

分 実施状 実施・未実施 実施・未実施

析 況

分析結 アクチノライト アクチノライト

果 （ パーセント （ パーセント

・0.1パーセント ・0.1パーセント

未満） 未満）

アモサイト（ パ アモサイト（ パ

ーセント・0.1パ ーセント・0.1パ

ーセント未満） ーセント未満）

アンソフィライト アンソフィライト

（ パーセント・ （ パーセント・

0.1パーセント未 0.1パーセント未

満） 満）

クリソタイル（ クリソタイル（

パーセント・0.1 パーセント・0.1

パーセント未満） パーセント未満）

クロシドライト クロシドライト

（ パーセント・ （ パーセント・

0.1パーセント未 0.1パーセント未

満） 満）

トレモライト（ トレモライト（

パーセント・0.1 パーセント・0.1

パーセント未満） パーセント未満）

分析機

関

当該箇所に 実施済（除去・囲 実施済（除去・囲

おける吹付 い込み・封じ込 い込み・封じ込

け石綿の飛 め）・今回実施 め）・今回実施

散防止措置

の実施状況

参考事項



様式第２号（第７条関係） 様式第１号（第７条関係）

年 月 日 年 月 日

石綿粉じん排出等作業実施届出書 石綿粉じん排出等作業実施届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

（法人にあっては、

主たる事務所の所在

地）

届出者 氏 名 , 届出者 氏 名 ,

（法人にあっては、 （法人にあっては、

名称及び代表者の氏 主たる事務所の所在

名） 地及び名称並びに代

表者の氏名）

電話番号 電話番号

石綿粉じん排出等作業を実施するので、鳥取県石 石綿粉じん排出等作業を実施するので、鳥取県石

綿健康被害防止条例第７条第１項本文（第２項）の 綿による健康被害を防止するための緊急措置に関す

規定により、次のとおり届け出ます。 る条例第７条第１項（第２項）の規定により、次の

とおり届け出ます。

略 略

注文者の氏名及び住所（法人にあっては、名 注文者の氏名及び住所（法人にあっては、名

称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在 称及び代表者の氏名並びに所在地）並びに連

地）並びに連絡先 絡先

略 略

注 略 注 略

添付書類

１ 作業対象建築物等の付近の見取図及び配置図

２ 石綿粉じん排出等作業の工程を明示した特定工

事の工程表

３ 作業対象建築物等がシート等で覆われる状況を

示す見取図（主要な部分の寸法を記入したもの）

４ 作業対象建築物等のうち、石綿粉じん排出等作

業の対象となる部分の見取図（主要な部分の寸法

及び石綿含有材料等の使用箇所を記入したもの）

別紙 別紙

石綿粉じん排出等作業の方法 石綿粉じん排出等作業の方法

略 略

注 １及び２ 略 注 １及び２ 略

３ 規則別表の右欄に掲げる同等以上の効果を ３ 石綿粉じんの排出又は飛散の抑制方法の欄

有する措置をとる場合にあっては、石綿粉じ には、条例第２条第４号に規定する飛散等防



んの排出又は飛散の抑制方法の欄にその措置 止基準において定められた措置と同等以上の

の内容を記載すること。 効果を有する措置をとる場合においては、そ

の措置の内容を記載すること。

４ 略 ４ 略

添付書類

建築物等をシート等で覆った状況を示す見取図

（主要寸法を記入すること。）

様式第３号（第８条関係） 様式第２号（第８条関係）

年 月 日 年 月 日

石綿含有材料等処理予定量届出書 石綿含有材料等廃棄予定量届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

（法人にあっては、

主たる事務所の所在

地）

届出者 氏 名 , 届出者 氏 名 ,

（法人にあっては、 （法人にあっては、

名称及び代表者の氏 主たる事務所の所在

名） 地及び名称並びに代

表者の氏名）

電話番号 電話番号

石綿含有材料等を処理するので、鳥取県石綿健康 石綿含有材料等を廃棄するので、鳥取県石綿によ

被害防止条例第10条第１項の規定により、次のとお る健康被害を防止するための緊急措置に関する条例

り届け出ます。 第10条第１項の規定により、次のとおり届け出ま

す。

略 略

処理する石綿含有材料等の種類及び量 略 廃棄する石綿含有材料等の種類及び量 略

石綿含有材料等の種類ごとの処理の方 略 石綿含有材料等の種類ごとの廃棄の方 略

法（運搬又は処分を委託する場合にあ 法（運搬又は処分を委託する場合にあ

っては、その相手方の名称、所在地及 っては、その相手方の名称、所在地及

び連絡先を含む。） び連絡先を含む。）

略 略

注 略 注 略

様式第４号（第８条関係） 様式第３号（第８条関係）

年 月 日 年 月 日

石綿含有材料等処理状況報告書 石綿含有材料等廃棄状況報告書



職 氏 名 様 職 氏 名 様

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

（法人にあっては、

主たる事務所の所在

地）

届出者 氏 名 , 届出者 氏 名 ,

（法人にあっては、 （法人にあっては、

名称及び代表者の氏 主たる事務所の所在

名） 地及び名称並びに代

表者の氏名）

電話番号 電話番号

石綿含有材料等の処理が終了したので、鳥取県石 石綿含有材料等の廃棄が終了したので、鳥取県石

綿健康被害防止条例第10条第２項の規定により、次 綿による健康被害を防止するための緊急措置に関す

のとおりその状況を報告します。 る条例第10条第２項の規定により、次のとおりその

状況を報告します。

略 略

処理した石綿含有材料等の種類及び量 略 廃棄した石綿含有材料等の種類及び量 略

石綿含有材料等の種類ごとの処理の方 略 石綿含有材料等の種類ごとの廃棄の方 略

法（運搬又は処分を委託した場合にあ 法（運搬又は処分を委託した場合にあ

っては、その相手方の名称、所在地及 っては、その相手方の名称、所在地及

び連絡先を含む。） び連絡先を含む。）

略 略

処理が終了した年月日 略 廃棄が終了した年月日 略

注 １ 略 注 １ 略

２ 石綿含有材料等の処理を委託した場合にあ ２ 石綿含有材料等の処分を委託した場合にあ

っては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律 っては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第12条の３第３項又は第４項の規定により送 （昭和45年法律第137号）第12条の３第３項

付を受けた最終処分が終了した旨が記載され 又は第４項の規定に基づき送付を受けた最終

た産業廃棄物管理票の写しを複写したものを 処分が終了した旨が記載された産業廃棄物管

添付すること。（運搬のみを委託した場合に 理票の写しを複写したものを添付すること。

あっては、同条第２項の規定により送付を受 （運搬のみを委託した場合にあっては、同条

けた産業廃棄物管理票の写しを複写したもの 第２項の規定に基づき送付を受けた産業廃棄

を添付すること。） 物管理票の写しを複写したものを添付するこ

と。）

様式第５号（第10条関係） 様式第４号（第11条関係）

(表) (表)

第 号 第 号

身分証明書 身分証明書

所属 所属



職名 職名

氏名 氏名

上記の者は、鳥取県石綿健康被害防止条例第11 上記の者は、鳥取県石綿による健康被害を防止

条第１項の規定により検査を行うことができる職 するための緊急措置に関する条例第11条第１項の

員であることを証する。 規定により検査を行うことができる職員であるこ

とを証する。

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 印 職 氏 名 印

(裏) (裏)

鳥取県石綿健康被害防止条例（抜すい） 鳥取県石綿による健康被害を防止するため

の緊急措置に関する条例（抜すい）

（立入検査等） （立入検査等）

第11条 知事は、法第26条第１項及び第２項の規 第11条 知事は、大気汚染防止法第26条第１項及

定に定めるところによるほか、次に掲げる場合 び第２項に規定するもののほか、この条例を施

には、所有者等若しくは解体等工事を施工する 行するため必要な限度において、所有者等若し

者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求 くは特定工事を行う者に対し、必要な報告若し

め、又はその職員に、所有者等が所有し、管理 くは資料の提出を求め、又はその職員に、所有

し、若しくは占有している建築物等若しくは解 者等が所有し、管理し、若しくは占有している

体等工事が行われている土地若しくは建築物等 建築物若しくは特定工事を行っている土地若し

に立ち入り、その建築物等の管理若しくは工事 くは建築物に立ち入り、その建築物の管理若し

の状況又は帳簿、書類その他の物件を検査させ くは工事の状況若しくは帳簿、書類その他の物

ることができる。 件を検査させることができる。

(１) 次に掲げる報告等を受けた場合におい

て、石綿の飛散等に伴う健康被害を防止する

ため必要があると認めるとき。

ア 第６条の３第１項又は第２項の規定によ

る報告

イ 第７条第１項又は第２項の規定による届

出

ウ 第９条の２の規定による通報

エ 第10条第１項の規定による届出又は同条

第２項の規定による報告

(２) 第６条第２項、第７条第４項若しくは第

８条第１項の規定による勧告、又は同条第２

項の規定による命令を行うため必要があると

認めるとき。

(３) 前２号に定めるもののほか、石綿の飛散

等に伴う健康被害を防止するため必要がある



と認めるとき。

２ 前項の規定により立入検査をする者は、その ２ 前項の規定により立入検査をする者は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しな 身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しな

ければならない。 ければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪 ３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪

捜査のために認められたものと解釈してはなら 捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 ない。

第17条 次の各号のいずれかに該当する者は、10 第17条 次の各号のいずれかに該当する者は、10

万円以下の罰金に処する。 万円以下の罰金に処する。

(１)及び(２) 略 (１) 略

(３) 第11条第１項の規定による報告若しくは (２) 第11条第１項の規定による報告若しくは

資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若し 資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若し

くは資料の提出をし、又は同項の規定による くは資料の提出をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正）

第２条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加

える。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第２（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

個別事項に係る事務処理権限 個別事項に係る事務処理権限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の 属 専 決 権 者 委任決裁権者 地方機関の
長 の 名 称 長 の 名 称

名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機関 地方機関 地方機関 地方機関

部長課長 部長課長 部長課長 部長課長
の長 の長 の長 の長

略 略

水 略 水 略

・ ・

大三 鳥取県石 大三 鳥取県石１ 同条例第２条第 ○

気 綿健康被害 気 綿による健 ４号の規定による

環 防止条例 環 康被害を防 飛散防止基準の制

境 （平成17年 境 止するため 定

課 鳥取県条例 課 の緊急措置

第67号）に１ 同条例第６条第 ○ 総合事務所長 に関する条２ 同条例第６条第 ○ 総合事務所長

基づく知事 ２項の規定による 例（平成17 ２項の規定による

の権限に属 共用部分の石綿の 年鳥取県条 共用部分の石綿の

する事務 粉じんの排出等防 例第67号） 粉じんの排出等防

止措置の勧告 に基づく知 止措置の勧告

事の権限に

２ 同条例第６条第 ○ 属する事務３ 同条例第６条第 ○

３項の規定による ３項の規定による

勧告を受けた者が 勧告を受けた者が

当該勧告に従わな 当該勧告に従わな

い旨の公表 い旨の公表

３ 同条例第６条の ○ 総合事務所長

３第１項本文又は

第２項の規定によ



る事前調査結果の

報告の受理

略 略

９ 同条例第10条第 ○ 総合事務所長 ９ 同条例第10条第 ○ 総合事務所長

１項又は第２項の １項又は第２項の

規定による処理予 規定による廃棄予

定量等の届出又は 定量等の届出又は

処理の状況報告書 廃棄処分の状況報

の受理 告書の受理

略 略

11 同条例第12条第 ○ 11 同条例第12条の ○

１項の規定による 規定による石綿に

石綿の飛散等に伴 よる健康に係る被

う健康被害を防止 害の防止のための

するための情報の 情報の公表

公表

略 略

略 略

附 則

この規則は、平成20年10月１日から施行する。




